
1 はじめに 

1.1 東京一極集中について 

現在日本では，東京圏（東京都，神奈川県，埼玉県，
千葉県）への人口一極集中状態が続いている. 東京圏
の人口増加傾向は一貫しており，2020年時点での東京
圏の人口は 3693万 9千人で，全国の約 3割を占める.
東京一極集中が引き起こす諸問題として，災害リスク
の高まり，過密化，地方の衰退などがあげられる．「首
都直下地震の被害想定と対策について（最終報告)」1)

によれば，マグニチュード 7クラスの首都直下地震が
発生した際に想定される被害として，地震発生２週間
後に避難者が約 720万人発生することや，建物等の直
接被害及び，企業の本社機能の停滞による全国的な経
済活動の低下が懸念されている．それによって，約 95
兆円の経済的被害が発生するとしている．また，過密
化による問題の一つとして交通渋滞があり，交通渋滞
は，経済活動の阻害や二酸化炭素の排出拡大を引き起
こす．国内の高速道路の渋滞損失時間に関する調査で
ある，「平成 31年・令和元年 年間の渋滞ランキング」 2)

によれば，渋滞損失時間が大きい上位 10区間のうち 9
区間が東京圏の区間であり，東京圏の抱える問題の一
つとなっている． 
一方で，人口の一極集中による利点も存在している．

利点の一つとして，経済活動や人間活動が一地域に集
中ことによる都市の発展があげられる.人口集積と経
済成長の関係に関する研究は多く，西崎（2015) 3)は人
口集積と経済成長の関係についての海外の実証的研究
を整理している．西崎(2015)の先行研究では，都市人
口に占める首位都市の人口として，特に日本の属する
高所得国では，2 割程度が最適であるという仮説が支
持されている．その上で，これらの結果は，あくまで
一般的な傾向であり，国による個別の事情を別途勘案
する必要があるとしている.また，東京圏への人口の集
中を軽減することと，日本全体の成長力を強化するこ
とは，政策的にトレードオフの関係にないとしている． 
このような背景の中で，政府は現在まで，「東京一

極集中」是正のための政策として，「地方創生」政策
を実施し，地域の活性化を促してきたが，東京圏への
人口集中は是正されていない． 
 
 
 

1.2 東京一極集中の歴史 

戦後，日本における，東京への大規模な人口移動は
過去3回起きている．1960年台前半をピークとし，1970
年代前半まで続いた第一期，1980年台後半をピークと
し，1990年台前半まで続いた第二期，1990年台後半か
ら現在まで続く第三期である．東京圏の転入超過数の
推移を Fig. 1 に示す．増田(2014)4)は，人口移動の原因
を「経済力」と「雇用力」の地域間格差にあるとし，
第一期は高度経済成長期によって，第二期はバブル経
済期に，大都市の雇用が増加したことによって引き起
こされ，第三期は地方の経済雇用状況が悪化したこと
が要因であるとしている．また，第三期は第一期，第
二期と性格が異なっており，第一期，第二期が大都市
圏の「雇用吸収力の増大」に由来し，地方から人が引
き寄せられたのに対し，第三期は地方の「経済」「雇
用力」の低下が原因で地方から人が押し出されている
形になっているとしている． 

2 東京一極集中の主な原因と対策 
東京一極集中問題は複数の要因からなっていると考

えられ，一極集中是正のために，それらすべてを考慮
した政策を行うことは困難である．よって，どの要因
が一極集中に大きく寄与しているのかを踏まえ，効果
的な一極集中是正政策を立案する必要がある． 
転入・転出の意思決定要因に関する調査として，「市

町村における住民の転入・転出理由に関するアンケー
ト調査」5) があり，結果はTable 1に示す．この調査に
よると，住民の県外への転出及び県外からの転入要因
の割合は，転入転出共に，「就職・転職・転業」と「転
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勤」の合算で50%を超えていることから，「就業」に
関する要因は地域間移動に大きく寄与している要因で
あるといえる． 
次に，既存の東京一極集中是正政策に関して述べる．

政府は現在までに，「地方創生」と呼ばれる「まち・
ひと・しごと創生総合戦略」をはじめとした，一連の
東京一極集中是正政策を行っている．「まち・ひと・
しごと創生総合戦略」は，「稼ぐ地域をつくるととも
に，安心して働けるようにする」，「地方とのつなが
りを築き，地方への新しいひとの流れをつくる」，「結
婚・出産・子育ての希望をかなえる」，「ひとが集う，
安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる」
という4つの基本目標を掲げている．その中の事業の一
つとして「地域雇用活性化推進事業」6)と呼ばれる，
雇用機会不足地域や過疎化が進む地域において雇用を
創出させるための事業がある．事業の効果として，全
国の有効求人倍率は年々増加傾向にあり，令和元年で
は，全都道府県における有効求人倍率が1倍を上回って
いることから，「地域雇用活性化推進事業」は効果の
実態が表れている事業であるといえる． 
一方で，東京圏の人口は毎年増加傾向にあり，転入

超過数も一貫して増加傾向にあることから，一極集中
の是正はできていないといえる．転入転出意思決定に
大きく影響を与えると考えられる「就業」に対して「地
域雇用活性化推進事業」といったアプローチをしてい
るにもかかわらず，一極集中是正効果の実態がみられ
ないことが問題となっている． 

3 東京一極集中の要因に関する先行研究と本研
究の目的 

東京一極集中の要因に関係する先行研究には以下の
ようなものが見受けられる．前述のように増田(2014)
は，過去に国内で起こった人口移動の背景を整理した
上で，人口移動の原因を「経済力」と「雇用力」の地
域間格差にあるとし，高度経済成長期やバブル経済期
による大都市の雇用の増加や，地方の経済雇用状況の
悪化を挙げた．また，地方の衰退は，東京圏を含む，
日本全体に対して影響を与えるため，長期的に見れば，
経済的な観点においても，地方圏からの人口流出を止
める必要があるとした． 
平田ら(2019)7)は，「道路実延長」，「道路面積」，

「舗装済道路延長」及び「道路・都市計画街路事業費
計」という交通インフラに関する4つの指標を用いて，
道路の集中度と人口集中度の関係を分析している．結
果として，「道路面積」が人口集中に影響を与えてい
ることを示し，道路インフラの集中的整備と人口集中
の関係性から，地方と東京圏のインフラ格差を是正す

ることの有効性に言及している． 
その他にも，戸所(2014)8)は，東京の一極集中問題の

歴史的背景を整理し，首都機能移転に関して考察して
いる，まず東京への行政，経済，文化の集積は，第二
次世界大戦後の復興において重要な役割を持っていた
という点を指摘した上で，1980年代までに政府が行っ
てきた，新幹線や，高速道路の整備をはじめとする国
土政策は，一定の効果をもたらしているとした．1990
年代から，主に災害リスクの観点で，一極集中が問題
視されると同時に，分権的な国土構造が求められてい
るという背景のもと，首都機能移転政策の方向性につ
いて述べている． 
このように東京一極集中に関する要因は多く挙げら

れており，それらすべてを網羅的に解決するような政
策立案は困難であることから，どの要因が転入・転出
の意思決定に大きく寄与しているのかを踏まえ，東京
一極集中是正政策を立案する必要がある．また，東京
一極集中と雇用創出政策の関係性を実験的に分析して
いる研究は見受けられない． 
本研究は，先行研究をふまえ，地域雇用創出政策が

東京一極集中に与える影響の分析をすることで．東京
一極集中の「就業」に関する要因と人口の集中を引き
起こすメカニズムを明らかにする．その上で，どのよ
うな政策アプローチが東京一極集中の是正に繋がるの
かを示す．以上により，政府の東京一極集中是正政策
におけるEvidence-based Policy Making（以下EBPM）の
指針の一つを示すことを目的とする． 

4 方法論 
本研究では，日本国内における，人口移動を再現し

たモデルを構築し，モデル上で複数のパターンの政策
シナリオを行うことで，政策が人口集中に与える影響
を分析する．「平成 28 年経済センサス‐活動調査」9)

をはじめとするオープンデータを用い日本国内におけ
る，転入・転出の意思決定及び相互作用を定式化し，
シミュレーションモデルを構築する．シミュレーショ
ンモデルの概要は Fig. 2 に示す．また，定式化の詳細
については後述する． 
本モデルは，静的マイクロシミュレーションのアプ

ローチにより就業者数の推移を予測する．静的マイク
ロシミュレーションは，社会シミュレーションの技法
の 1つで，政策変化に対する短期的なインパクト予想
に用いられ，外部情報によってモデルの人口を変更さ
せるという手法をとる． 

Table 1: 転入・転出理由に関するアンケート結果 

Fig. 2: モデル概要図. 
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4.1 就業による転出意思決定モデル 

SOARS Toolkit(小野ら，2020)10)を用い，国内の就業
者に関する就業及び転入転出を表現したモデルを構築
する．SOARS Toolkit では, エージェントとスポット
を用いてモデルを表現する．モデル上では日本国内に
おける就業者をエージェントとして用いる.本モデル
における就業者とは，「労働力調査」11)の定義より，
従業者と休業者を合わせたものを指す．従業者とは，
調査の期間において 1時間以上収入を伴う労働を行っ
た者及び，個人経営の家業等で無収入であっても仕事
をしたとされる者を指す．休業者とは，仕事を持ちな
がら，調査期間中に仕事を行わなかった者のうち，雇
用者で，給料・賃金の支払を受けている者又は受ける
ことになっている者及び，自営業主で，自分の経営す
る事業を持ったまま，その仕事を休み始めてから 30
日にならない者を指す． 国内の就業者数の推移は，「労
働力調査」より Fig. 3 のようになっている．1990年ま
では労働力人口は年々増加しているが，1990年以降は
横ばいで推移している．現在の一極集中が始まったと
される1990年代後半では就業者数は約6,500万人前後
であるが，モデル上ではスケールの調整を行い 1エー
ジェント当たり 1万人として扱うものとした． 
本モデルでは，就業の種類として，所在地を「東京

圏」「東京圏以外」の 2種類，企業規模を「大企業」
「中小企業」の 2種類とし，それぞれの組み合わせか
らなる 4種の就業をスポットとして定義している．エ
ージェントは自身の属性として年齢を持っており，年
齢に応じて転出する確率と就業をやめる確率を変化さ
せる．全てのエージェントは，共通のルールにより定
まる利得に対応した確率によって意思決定を行う． 
エージェントの意思決定フローを Fig. 4 に示す．エ

ージェントはステップ開始時に年齢を増加させ，エー
ジェントの年齢に応じて定まる確率によって，転出す
るかを決める．転出する場合，就業要因による転出を
行うか，就業要因以外による転出かを確率によって決
定する．この確率は Table 1 より転出要因のうち就業
に関する要因が占める割合である，66.6%とする．就業
要因による転出を行う場合は利得を計算し，利得が最
大になるように転出を行う．就業要因以外による転出
の場合は，ランダムに転出先を決定する．その後，す
べてのエージェントは就業を続けるかを自身の年齢に
より与えられる確率により決定し，続ける場合は次の
ステップに移る． 

利得に影響を与える要素として 4種の就業によって
定まる「労働生産性」とスポット上のエージェント数
によって定まる「過密による家賃の上昇」を用いるも
のとした．「労働生産性」は労働者一人あたりの付加
価値額を表す指標であり，企業規模によって異なる定
式化を行う．これは「平成 31年度において講じようと
する中小企業施策」12)より，中小企業の労働生産性は，
大企業の労働生産性と比較し，人口密度との相関関係
は強いことが示されているためである．また，過密に
よる不利益は多岐にわたるため，一つの指標として「過
密による家賃の上昇」を用いる．これは，家賃の上昇
は特定の地域の住民に対する共通の不利益になると考
えられるためである．また，労働生産性と家賃は，時
間当たりの金額として単位を揃えることが可能である． 

4.2 就業者マイクロシミュレーションモデル 

「労働力調査」を用いて，日本国内の就業者数を予
測するモデルを構築した．モデル上において，就業者
は算出された増減率に従った確率で就業を続けるか決
定する．「労働力調査」は 15歳から 85歳までの年齢
階級（5 年）ごとの就業者数の集計データである．各
年齢階級の就業者数を Table 2 に示す． 
1990年～2020年における5年ごとの就業者数の差を

用いて，各年齢階級に対応する就業者の増減率を算出
した．本モデルでは，就業者数の増減率における，コ
ーホート間の差異を考慮しない．5 年齢階級の各コー
ホートにおいて，シミュレーション開始時点から 5年
ごとの就業者数の変化率を求め，それらの平均値を年
齢階級間の増減率とする．算出した，各年代間におけ
る就業者の増減率を Table 3 に示す． 
本モデルによる推計値の一つを Fig. 5 に「モデル推

計値」として示す．「労働力調査」における，都道府
県別就業者数のデータが 1997 年から提供されている
ことから，1997年をシミュレーションの開始年とした． 

Fig. 3: 国内の就業者数の推移． 

Fig. 4: エージェント意思決定フローチャート． 
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1997年の「労働力調査」における，就業者数の各都
道府県における年齢階級別人口分布を初期値とし，モ
デル上での就業者数の推移を予測した．2016年までは，
モデルによる推計値が「労働力調査」による実測値を
上回る形で推移している．2016年以降は値が逆転し実
測値を下回る推移をした． 
労働力調査の結果から，2012年前後でこれまで横ば

いで推移していた就業者数のトレンドが上昇傾向に変
わったことが分かる．本モデルでは，就業者の増減率
を静的に決定している．モデルの学習期間において 2
種類のトレンドが混在していることによって，モデル
の推計値が，実測値と当てはまりが悪くなっていると
考えられる．モデルの精度を向上させるため，トレン
ドの変化が起こった 2012 年以前のデータのみを用い
て，就業者の増減率を再計算し，就業者数の推計を行
った．結果を Fig. 5 に「モデル推計値再学習 1997_2012」

として示す． 

Table 2: 年齢階級別就業者数． 

 

Table 3: 各年代間における就業者の増減率． 

 

Fig. 5: 就業者数モデル推計値． 
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4.3 定式化 

4.3.1 就業者の利得 

「労働生産性」は企業規模によって異なる定式化を
行う，本モデルでは，企業規模を大企業・中小企業の
2 種類としているが，本研究における大企業と中小企
業の分類は，中小企業基本法第二条で定義されたもの
ではなく，「平成 28年経済センサス‐活動調査」にお
いて，事業従事者 50人以上の事業所を大企業とし，事
業従事者 50未満の事業所を中小企業と定義する．これ
は，「平成 28年経済センサス‐活動調査」のデータが
事業所単位で集計されているためである．エージェン
トが就業による転出を行う際に計算される利得は以下
の(1)式によって与えられる． 

 

4.3.2 中小企業の労働生産性 

「労働生産性」は以下の通り定式化を行った．まず，
「平成 31年度において講じようとする中小企業施策」
によれば，中小企業の労働生産性は，大企業の労働生
産性と比較し，人口密度との相関関係は強いことが示
されている．この結果から，中小企業の労働生産性の
定式化は回帰モデルを用いた．人口密度は各都道府県
の人口を可住地面積で除算したものを用いる．可住地
面積は，「社会・人口統計体系」13)で示された値を用
いる．「平成 28年経済センサス‐活動調査」から被説
明変数を労働生産性とし，説明変数を人口密度として
回帰分析を行った結果を Fig. 6 に示す． 
また，回帰モデルは，決定係数が低いことと，エー

ジェントの利得にランダム性を持たせるために，得ら
れた回帰式に誤差項を平均 0.0，分散 20.54 の正規分
布で近似した項を加えたものを用いる．得られた式を
(2)式に示す． 

  

Y：１人当たり付加価値額（万円） 

X：人口密度（人/ km2） 

N：正規分布（平均，分散） 

R2=0.48 

4.3.3 大企業の労働生産性 

大企業の労働生産性は人口密度との関係がほとんど
ないことが示されている．よって，大企業の労働生産
性の分布は，「平成 28年経済センサス‐活動調査」の
各都道府県における，従業者数 50人以上の事業所の労
働生産性を用い分布の推定を行う．労働生産性は産業
ごとに平均値が集計されている．まず，一次産業及び，
「平成 28年経済センサス‐活動調査」において欠損し
ているデータを除いた．さらに-1089 万円と極端に労
働生産性が低くなっている，東京都の医療・福祉分野
を外れ値として除外し，残った 680データを用いる．
本モデルでは，大企業の労働生産性分布を，一様分布
（uniform），正規分布（norm），対数正規分布（lognorm），
ガンマ分布（gamma），レイリー分布（rayleigh）のい
ずれかであると仮定し，最小二乗法によるパラメータ
推定を行った．それぞれの分布において推定された関
数と労働生産性の分布を Fig. 7 に示す． 
この結果から，4 つの分布のうち，最小二乗法によ

りもっともあてはまりの良いとされた対数正規分布を
用いることとした．パラメータ推定により求められた
パラメータは以下のとおりである．また，対数正規分
布の式は(3)式に示す． 

4.3.4 過密による家賃の上昇 

「過密による家賃の上昇」の定式化は回帰モデルを
用いる．「平成 30年住宅・土地統計調査」14)より，被
説明変数を都道府県別の平均家賃，説明変数を人口密
度として回帰分析を行った．回帰分析の結果を Fig. 8
に示す．また，得られた式を(4)式に示す． 

40306  

Y：平均家賃（円/月） 
X：人口密度(人/km2) 
R2=0.7998 Fig. 6: 労働生産性回帰分析． 

Fig. 7: 大企業の労働生産性分布． 

𝜇𝜇 = 6.48 

σ =  0.50 

𝛼𝛼 = −90.1 
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4.4 人口・人口密度の推定 

就業者数から各スポットの総人口をモデル上で推定
する．各都道府県の就業者が人口に占める割合を FI 4，
スポットごとの平均値と標準偏差を Table 5 にそれぞ
れ示す．本モデルでは，エージェント数と各スポット
が含む都道府県の就業者割合の平均を用いて，スポッ
トの人口を推計している．各スポットにおける人口密
度は，就業者数から求めた各スポットの人口を可住地
面積で除算したものを用いる．スポットの可住地面積
は，「社会・人口統計体系」における各都道府県の値
をスポットごとに合算した値とする． 

5 シミュレーション 

5.1 シミュレーションシナリオ 

構築したモデルを用いて，1997年の「労働力調査」
における，モデル推計による都道府県別就業者数のデ
ータを初期条件として，就業者マイクロシミュレーシ
ョンモデルの推計値が乖離し始める 2012 年までシミ
ュレーションを行った．複数のシナリオを実験し「地
域雇用活性化推進事業」によって有効求人倍率が増加
したのにもかかわらず，東京への転入増加が抑制され
ない現象について分析する． 
有効求人倍率の増加をモデル上で表現するために，

東京圏以外において雇用機会を強制的に増加させる操
作を行う．まず，雇用活性化政策を行わなかった場合
を想定しシミュレーションを行う．この場合，雇用機
会を強制的に増加させる操作を行わず，モデル上では
東京圏以外のスポットにおいて就業者数の上限をシミ
ュレーション開始時点の就業者数に設定する．エージ
ェントは転出の意思決定をしても，上限を超えて転出

Table 4: 各都道府県の就業者が人口に占めるの割合． 

 

Table 5: スポットごとの就業者割合 

Fig. 8: 平均家賃回帰分析． 
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することはできない．これは「地域雇用活性化推進事
業」が行われず，地方圏において雇用が一切創出され
なかった事を表現している．続いて，雇用創出政策の
シナリオとして，大企業の雇用を増加させた場合と，
中小企業の雇用を増加させた場合を考える．それぞれ
のシナリオでは，東京圏以外のスポットにおいて，大
企業の雇用を増加させた場合は大企業の就業者数の上
限を無くし，中小企業の雇用を増加させた場合は中小
企業の雇用の上限を無くしてシミュレーションを行う．
これにより，年齢による転出確率を満たしたエージェ
ントのうち，それぞれのシナリオにおいて東京圏以外
の大企業あるいは中小企業に就業したいという意思決
定を行ったエージェントは必ず移動する． 
以上の操作なし，大企業の雇用創出，中小企業の雇

用創出の 3パターンのシミュレーション実験の結果か
ら，「労働力調査」における就業率を用い，東京圏の
人口が全国に占める割合を求めた． 

5.2 シミュレーション結果 

シミュレーション上で 1年ごとに各スポットの就業
者数を求め，Table 5 の就業者割合から東京圏と，それ
以外の地域の総人口を推計した．1997 年～2012 年の
15年間において，シミュレーションによる人口推計値
から求めた，東京圏の人口が全国に占める割合の推移
を Fig. 9 に示す．また，現実との比較のため「人口推
計」15)から求めた東京圏の人口が全国に占める割合も
Fig. 9 に示した．それぞれのシナリオにおいて，シミ
ュレーション終了時点である，2012 年の就業者数を，
スポット及び，企業規模別に集計したものを Fig. 10 に
示す．これは，シミュレーション終了時点で，就業者
エージェントがどのスポットにいたのかを示すもので
ある．シミュレーション開始時との比較のため，1997
年時点の各スポットの人数も Fig. 10 に示す．本モデル
は確率計算に乱数を用いているため，乱数のシード値
を 3種類用いて，その平均値をシミュレーションの結
果としている． 

Fig. 9を確認すると，それぞれのシナリオにおいて，
東京圏の人口推計値は異なる推移をした．特に大企業
の雇用を創出した場合は東京圏の人口が減少傾向に転
じている．一方，中小企業の雇用を増加させた場合は，
操作なしの場合とほぼ同様の推移をしている．また操
作なし，中小企業の雇用増加シナリオのいずれも「人
口推計」同じ傾向の推移をしている． 

Fig. 10 からは，各スポットにおける就業者数の変化
が見て取れる．すべてのシナリオにおいて，東京圏以
外の中小企業の値が減少している．また，大企業の雇
用創出シナリオでは，東京圏以外の中小企業の値が大
きく減少していることから，多くのエージェントが東
京圏以外の中小企業と大企業の間で移動したことが分
かる． 

6 考察 

6.1 実験結果の考察 

7 章で述べた通り，操作を行わなかった場合と中小
企業を増加させた場合の東京圏の人口は，「人口推計」
の値と同様の推移をしている．このことから中小企業
の雇用を創出させるシナリオは，一極集中に関して効
果的ではないということを示している．これは中小企
業の労働生産性が，その地域の人口密度の影響を受け
やすいという「平成 31年度において講じようとする中
小企業施策」で示された要因によるものと考えられる．
地方圏においては中小企業の雇用が増加しても，人口
密度が低いことから，人口との相関がある中小企業の
労働生産性が低くなってしまう．それにより，過密化
による不利益を加味しても東京圏の中小企業より利得
が低下する．利得の低下によってさらに地方圏の人口
が流出するという負の循環が起こっていると考えられ
る． 
大企業の雇用創出シナリオでは，東京圏の人口割合

が減少傾向に転じているが，2006年以降に関しては横
ばいに推移している．数値としては，2006年時点の東
京圏の人口割合は，24.3%でその後も 24～25%を推移し
ている．このことから，大企業の雇用創出シナリオに
おいて，東京圏の人口は減少続けるのではなく，限界
値が存在していると考えられる．これは，1 章で述べ
た高所得国における主要都市の人口集積率は 2割程度
であるという仮説を支持するものである 
 

6.2 東京一極集中是正政策の考察 

シミュレーション実験の結果を踏まえ，一極集中是
正のための政策について考察する．中小企業の雇用創
出シナリオを操作なしの場合と比較し，東京圏の人口
にほぼ変化がなかったことから，東京一極集中を是正
するために地方の雇用創出政策を行う場合，その評価
指標として，量的な指標である有効求人倍率や，有効

Fig. 9: シミュレーション結果． 

Fig. 10: スポット・企業規模別就業者数． 
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求職者数だけを用いるのでは不十分であるといえる．
政策検討及び評価においては，企業規模をふまえ，地
方圏における労働生産性の向上を評価指標とする必要
がある． 
大企業の雇用創出シナリオでは，東京圏の人口割合

は 10 年で約 2%減少した．しかし，モデル上で行った
ように，地方圏の大企業の雇用を上限なく増加させる
ことは，実際の雇用創出政策において現実的ではない．
実際に雇用創出政策によって労働生産性の高い事業を
創出できたとしても，就業できる人数には限りがある
ため，東京圏の人口割合の減少率はさらに小さくなる
と考えられる．よって，一極集中是正にあたり，就業
要因への政策アプローチだけでは効果に限界がある．3
章で先行研究により示された，就業以外の様々な要因
に関して並行して政策アプローチを行う必要性が示さ
れた． 
また，実験の結果を踏まえ，雇用創出政策を行う場

合，まず，大企業の地方移転などを行ってから，中小
企業の雇用創出をすると効果的である．中小企業の労
働生産性は企業規模と人口密度によって左右されるた
め，高い労働生産性を維持できる環境の整備などが求
められる．一方で，大企業は労働生産性を変化させず
に，過密による不利益を回避できる．これらの特徴を
踏まえ，人口密度によって労働生産性が左右されない，
企業規模の大きい事業所等の雇用創出を行い，地域に
ある程度の人口密度を確保してから小規模事業の雇用
を創出するという政策を提案する． 

7 今後の展望 
本研究では「就業」を転入意思決定の重要な要因と

捉えシミュレーションモデルを作成し，地域雇用創出
政策が東京一極集中にもたらす影響を分析した．本モ
デルは，静的なマイクロシミュレーションを用いて就
業者数を推定しているため，今回のような過去に行わ
れた政策に対する評価や，短期的なフィードバックは
可能である．しかし，Fig. 5 で示されたように，予測
がトレンドの変化に対応できないことから，長期的な
未来の政策評価には不向きである．より高度な EBPM
を行うためには，エージェント個人が動的に転出確率
や就業をやめる確率を定義する，動的なマイクロシミ
ュレーションのアプローチが求められる． 
就業による転出意思決定モデルに関しても，本モデ

ルでは労働生産性を確率で与えており，確率変数は企
業規模によって決定される．現実社会において労働生
産性は，企業規模だけでなく，産業区分や個人のスキ
ルなどの影響を大きく受けることから，これらのパラ
メータを含んだ労働生産性の定式化を行うことで，モ
デルの精度を高めることができる． 
また，本モデルで表現できていない要素のうち，転

入転出に大きな影響を与えるものとして，転入転出の
地域特性，企業等の雇用を行う側の意思決定があげら
れる．これらの要素を表現したモデルに拡張すること
で，より具体的な政策立案が可能になる． 

 
 
 
 
 

参考文献 
1) 中央防災会議首都直下地震対策検討ワーキンググルー

プ：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）

URL: http://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/taisaku_wg/   
（参照日：2022 年 1 月 30 日） 

2) 国土交通省：「平成 31 年・令和元年 年間の渋滞ラン

キング」URL: 
http://www1.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/congestion-loss-time/ 
（参照日：2022 年 1 月 30 日） 

3) 西崎：東京一極集中と経済成長，JRI レビュー 2015, Vol. 
6, No. 25, 2/28 (2015) 

4) 増田：地方消滅 東京一極集中が招く人口急減，中央新

書，(2014) 
5) 茨城県政策企画部統計課：「市町村における住民の転

入・転出理由に関するアンケート調査」（平成 30 年 9
月実施調査） 

6) 厚生労働省：地域雇用活性化推進事業  URL: 
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_03839.html 
（参照日：2022 年 1 月 30 日） 

7) 平田，川端，藤井：道路インフラ投資が人口の東京一極

集中に与える影響に関する研究，土木学会論文集 D3 (土
木計画学), Vol.75, No.5 (土木計画学研究・論文集第 36
巻)，I_967/I_978，(2019) 

8) 戸所：東京の一極集中問題と首都機能の分散，地学雑誌

123 巻 4 号，pp528/541，(2014) 
9) 総務省，経済産業省：「政府統計の総合窓口(e-Stat)」，

調査項目を調べる-「平成28年経済センサス‐活動調査」 
10) 小野功,  市川学,  出口弘：大規模エージェントベース

シミュレーションのための SOARS Toolkit の提案，

SSI2020，GS6-4-5，(2020) 
11) 総務省：「政府統計の総合窓口(e-Stat)」，調査項目を調

べる-「労働力調査」 
12) 中小企業庁：「平成 31 年度において講じようとする中

小企業施策」付注 3-1-1 市区町村別に見た，労働生産性

と人口密度の関係，URL：
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2019/2019/h
tml/b6_3_1_1.html 
（参照日：2022 年 1 月 23 日） 

13) 総務省：「政府統計の総合窓口(e-Stat)」，調査項目を調

べる-「社会・人口統計体系」 
14) 総務省：「政府統計の総合窓口(e-Stat)」，調査項目を調

べる-「平成 30 年住宅・土地統計調査」 
15) 総務省：「政府統計の総合窓口(e-Stat)」，調査項目を調

べる-「人口推計」 
 

- 122 -




